
更正の請求
申告書を提出した後に、税額が過大であったこと等を発見したときは、原則として法定納期限か

ら５年以内に限り、減額の更正の請求ができます。

対象となる税目は以下のとおりです。

不服申立てと処分取消しの訴え

県税及び市町村税の課税・徴収の処分について不服がある場合には、その処分があったことを知

った日の翌日から起算して３ヶ月以内に、知事・市町村長に対して審査請求をすることができます。

（処分によっては、この期間が異なる場合もあります。）

また、県・各市町村を被告として、処分の取消しの訴えを提起することができます。

詳しくは、処分にかかる通知書等をご覧下さい。

※固定資産課税台帳に登録された価格について不服があるときは、各市町村の固定資産評価審査委

員会に対し、「審査の申出」をすることができます。

納税の猶予

■納税の猶予・救済制度
納税便利情報

税金は納期限までに納めなければなりませんが、事情によっては、納税の
猶予等が認められる場合があります。管轄の県税事務所及び自動車税事務所・
市役所・町村役場にご相談下さい。

（１）徴収猶予

次のような場合などにおいては、１年以内（事情によって最長２年）の期間で納税が猶予されます。

・本人の財産が災害や盗難にあったとき。

・本人や家族が病気にかかったり負傷したとき。

・事業に大きな損失を受けたり、廃業や休業をしたとき。

（２）換価の猶予

平成28年４月１日より猶予制度の一部見直しがあり、申請により換価の猶予が認められる場合が

あります。

減 免
天災等、特別な事情がある場合、減免措置が適用される場合があります。

対象となる税目の例は以下のとおりです。

県 税 等
法人県民税、法人事業税及び特別法人事業税・地方法人特別税、県民税利子割、
県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、県たばこ税、ゴルフ場利用税、
自動車税環境性能割、軽油引取税、産業廃棄物税

市町村税 法人市町村民税、市町村たばこ税、事業所税、入湯税、軽自動車税環境性能割

県 税 県民税、事業税、不動産取得税、自動車税

市町村税 市町村民税、固定資産税、軽自動車税など

納税の猶予・救済制度

県民税利子割、県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、退職分離課税に係る所得割の納入金、
法人事業税及び特別法人事業税・地方法人特別税、県たばこ税、市町村たばこ税、ゴルフ場利
用税、自動車税環境性能割、軽自動車税環境性能割、軽油引取税、産業廃棄物税、入湯税、事業
所税等について、次の加算金が課される場合があります。

●過少申告加算金

期限内に申告をした場合で、その申告額が実際より少額なため、後日増額の申告をした場合、又

は増額の更正を受けた場合・・・・・・・・ 増差税額×10％

増差税額が当初税額又は50万円のいずれか多い額を超えているとき

・当初税額が50万円以下のとき・・・・・ 増差税額×10％＋（増差税額－ 50万円）×５％

・当初税額が50万円を超えるとき・・・・ 増差税額×10％＋（増差税額－当初税額）×５％

●不申告加算金

期限内に申告をしなかった場合・・・・・納める税額×15％

納める税額が50万円を超えている場合・・納める税額×15％＋（納める税額－50万円）×５％

ただし、更正・決定があることを予知しなかった場合は５％

●重加算金

二重帳簿等によって故意に税を免れようとした場合で

・期限内に申告をしている場合・・・・・・・・・・・・・・・増差税額×35％

・申告をしなかった場合又は期限後に申告をした場合・・・・・納める税額×40％

※平成29年１月１日以後に申告書の提出期限が到来するものについて、過去５年以内に不申告加算

金又は重加算金を課された人が、再び不申告加算金又は重加算金を課される場合には、当該加算

金の割合に10％加重されます。

■延滞金
延滞金と加算金

税金を納期限までに納めないときに生じます。

（注１）特例については、各年の特例基準割合が年7.3％を下回る場合に限り適用します。
（注２）国内銀行の短期貸出約定平均金利（新規）の前々年10月から前年９月までの各月の平均＋１％

※令和３年１月１日より前々年の９月から前年の８月までの各月の平均＋１％

●延滞金の計算の基準となる税額に1,000円未満の端数があるときは、その端数全額を切り捨てて計
算し、また、その税額の全額が2,000円未満であるときは、延滞金は生じません。

●算出された延滞金に100円未満の端数があるときは、その端数を切り捨て、また、算出された延滞
金の全額が1,000円未満のときは、延滞金は生じません。

本則 特例（注１） 平成29年中の割合
平成30年～

令和２年中の割合
令和３年中の割合

納期限の翌日から１ヶ月を
経過する日まで 年7.3％

特例基準割合（注２）＋1％
※令和3年1月1日より「延滞金特

例基準割合」に名称変更
年2.7％ 年2.6％ 年2.5％

納期限の翌日から１ヶ月を
経過する日の翌日以降 年14.6％ 特例基準割合（注２）＋7.3％ 年9.0％ 年8.9％ 年8.8％

■加算金
延滞金と加算金
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